
別表（第４の４－１の（13）別記様式第５－１号関係） 

 

水産業強化支援事業事後評価報告書 

 

 
作成部署名 

 岩手県農林水産部水産振興課 

政 策 目 的 水産業経営の強化 

政 策 目 標 加工流通構造改善目標 

事業実施主体 普代村漁業協同組合 

実 施 地 区 名 岩手県下閉伊郡普代村太田名部 

実施期間及び

目 標 年 度 

実施期間※ 目標年度※ 

令和６年度 令和７年度 

交 付 金 額 １３，５４５千円 

事業計画の内

容 

加工流通作業等軽労化機能整備 

 電動フォークリフト８台、選別陳列設備５台、防鳥ネット１式 

評

価 

成果目標 荷さばき作業等に係る労働時間の削減 

 
現 状 値 4,042 時間/年（令和７年度末時点） 

目 標 値 4,723 時間/年（令和７年度末） 

⑴現状値

の説明 

加工流通作業等軽労化機能整備により、荷捌き作業等に係る作業時

間は、従来の 8,895 時間/年から 4,042 時間/年に削減され、成果目標

が達成された。具体的な削減効果は以下のとおり。 

・ 従来使用していたガソリン式フォークリフトでは、給油に係る時

間が 27 時間/年であったが、新たに整備した電動式フォークリフト

では充電に係る時間が９時間/年となった。 

・ 電動フォークリフトを複数台整備することで、フォークリフトの

使用に係る待ち時間が削減され、従来、7,724 時間/年あった水揚げ

に係る作業時間が 3,964 時間/年に削減された。 

・ 選別陳列設備の整備により、従来、168 時間/年あったバット等の

洗浄・片付けに係る作業時間が 43 時間/年に削減された。また、荷捌

き作業が効率的に行うことができるようになり、作業時間が従来の

130 時間/年から 26 時間/年に減少した。 

・ 防鳥ネットの整備により、846 時間/年あった鳥類の追い払い時間

が０時間/年となった。 

⑵地域へ

の経済効

果（ハー

 定置及び漁船漁業者の水揚げに係る時間が削減されたことで、高鮮度

な漁獲物の流通に寄与している。 



（注） ※についての取扱いは、メニューごとに別に定める。 

ド事業の

み） 

⑶資源管

理の取組

状況（ハ

ード事業

のみ） 

 県漁業調整規則や資源管理協定における資源管理措置等の遵守が図

られている。 

⑷所見 
労働時間の削減により、漁業者及び漁協職員の労働環境改善及び経費

の削減が図られた。 

⑸評価機

関の意見

等 

 

今後の改善方

向等に関する

分析 

 



別表（第４の４－２の（12）別記様式第５－２号関係） 

 

海業推進事業事後評価報告書 

 

 岩手県農林水産部漁港漁村課 

政策目的 漁港漁村の環境整備 

政策目標 漁港漁村環境整備目標 

事業実施主体 岩手県 

実施地区名 大沢地区 

実施期間及び目標年度 
実施期間 目標年度 

令和６年度～令和７年度 令和７年度 

交付金額 23,478,000 円 

事業計画の内容 便所 N=１棟 

評

価 

成果目標 用便に係る移動時間の短縮（１回当たり 10 分の削減） 

 現状値 用便に係る移動時間  0 分/往復（令和７年度末時点） 

 目標値 用便に係る移動時間  0 分/往復（令和７年度末） 

（１）現状値の説明 

 

便所の整備により、水産関係施設から用便に係る移動

時間が削減され、漁業活動の効率化が図られた。 

 当初の計画どおりに用便に係る移動時間が削減され、

目標値を達成した。（達成率 100％） 

 

（２）地域への経済効果 

 

本事業で便所が整備されたことにより、漁業作業時の

用便に伴う一時帰宅移動経費及び移動時間の削減に係

る経済効果が得られた。 

 

（３）資源管理の取組状況等  

（４）所見 

 

 便所の整備により、漁業者の労働環境の改善及び漁業

活動の効率化が図られているほか、釣り客等の一般来訪

者の利便性も向上している。 

 目標を達成しており、今後も施設が有効に利用される

ことが期待される。 

 

（５）評価機関の意見等  

今後の改善方向等に関する分析  

 

 



別表（別記様式第 11号関係） 

水産業強化支援事業事後評価報告書 

 
作成部署名 

岩手県農林水産部水産振興課 

政 策 目 的 水産資源の持続的な利用・管理の推進 

政 策 目 標 資源増養殖目標 
30-2 

※計画書記載の事業 No. 

事 業 実 施 主 体 田老町漁業協同組合 

実 施 地 区 岩手県宮古市田老地区 

実施期間及び目標年度 
実施期間 目標年度 

平成 30年度 令和７年度 

交 付 金 額 14,775,000円 

事 業 計 画 の 内 容 

老朽化により壁面の劣化が著しく残餌等が滞留していたサケふ化

場の飼育池を壁面塗装することにより、壁面が平滑化され池掃除の

省力化を図るもの 

評

価

結

果 

成 果 目 標 放流稚魚平均体重 

 
現 状 値 2.8g（令和７年度末時点） 

目 標 値 1.5g（令和７年度末） 

現 状 値 の 説 明 
 改良餌の導入等によりサケ稚魚の成長促進を図ったことで、成

果目標が達成された。 

地域への経済効果 

（ハード事業のみ） 

 サケは地域の重要な資源であったが、近年の海洋環境の変化な

どにより、記録的な不漁となっている。 

ふ化放流事業の継続が困難になっている中、サケ資源の回復に

よる地域経済の発展に努めている。 

所 見 

親魚の回帰が低迷している中、限られた親魚を有効活用しながら、

より質の高い大型のサケ稚魚を放流することで回帰率の改善に努

めている。 

評価機関の意見等  

今後の改善方向等に関 

す る 分 析 

  

 



別表（別記様式第９号関係） 

水産業強化支援事業事後評価報告書 

 
作成部署名 

岩手県農林水産部水産振興課 

政策目的 水産資源の持続的な利用及び管理の推進 

政策目標 資源増養殖目標 31-11 

事業実施主体 田老町漁業協同組合 

実施地区名 岩手県宮古市田老地区 

実施期間及び目標年度 
実施期間 目標年度 

令和元年度 令和７年度 

交付金額 2,875,000円 

事業計画の内容 サケ親魚捕獲施設の整備 

評

価

結

果 

成果目標 サケの発眼率 

 
現状値 93.0％（令和７年度末時点） 

目標値 91.7％（令和７年度末）  

(1)現状値の説明 

捕獲作業を丁寧に行い、捕獲後速やかに採卵・採精し、媒精した

こと、受精卵の運搬時に極力衝撃を与えず、ふ化槽に収容する際の

温度変化を抑えたことなど、親魚及び種卵の取扱を適切に行うこと

で、成果目標が達成された。 

(2)地域への経済効果 

（ハード事業のみ） 

 サケは地域の重要な資源であったが、近年の海洋環境の変化など

により、記録的な不漁となっている。 

ふ化放流事業の継続が困難になっている中、サケ資源の回復によ

る地域経済の発展に努めている。 

(3)所見 
親魚の回帰が低迷している中、限られた親魚を有効活用しながら、

より多くのサケ稚魚を放流することで回帰率の改善に努めている。 

(4)評価機関の意見等  

今後の改善方向等に関 

する分析 

 

 


